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(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、第30期第１四半期連結累計(会計)期間において、株式交換により、ファミマクレジット㈱を完全子

会社化したことに伴い、第30期第１四半期連結累計(会計)期間から四半期連結財務諸表を作成しているた

め、第29期第３四半期累計(会計)期間及び第29期事業年度は個別の経営指標等を、第30期第３四半期連結累

計(会計)期間は連結経営指標等を記載しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第29期

第３四半期 

累計期間

第30期

第３四半期 

連結累計期間

第29期

第３四半期 

会計期間

第30期

第３四半期 

連結会計期間

第29期

事業年度

会計期間
自 平成22年３月１日

至 平成22年11月30日

自 平成23年３月１日

至 平成23年11月30日

自 平成22年９月１日

至 平成22年11月30日

自 平成23年９月１日

至 平成23年11月30日

自 平成22年３月１日

至 平成23年２月28日

営業収益 （百万円） 27,083 26,875 8,812 8,753 35,604

経常利益 （百万円） 1,187 2,448 393 126 1,652

四半期（当期）純利益 （百万円） 1,060 1,931 229 99 1,310

純資産額 （百万円） － － 45,885 53,675 46,145

総資産額 （百万円） － － 193,193 232,624 181,567

１株当たり純資産額 （円） － － 775.09 685.93 779.49

１株当たり四半期（当
期）純利益

（円） 17.92 25.30 3.87 1.27 22.14

潜在株式調整後１株当
たり四半期（当期）純
利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 23.8 23.1 25.4

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

（百万円） 10,451 9,181 － － 18,274

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

（百万円） △1,066 △2,487 － － △1,321

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

（百万円） △9,255 △4,106 － － △17,740

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） － － 8,374 10,041 7,453

従業員数 （名） － － 397 418 394
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

平成23年11月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員数により記載しております。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員数であります。 

３ 臨時従業員数には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。 

  

平成23年11月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員数により記載しております。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員数であります。 

３ 臨時従業員数には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

従業員数(名) 418 （192）

(2) 提出会社の状況

従業員数(名) 372 （168）
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当社は、平成23年３月１日をみなし取得日（株式取得日は平成23年３月31日）として、ファミマクレジ

ット㈱を連結子会社にしたことに伴い、第１四半期連結会計期間から四半期連結財務諸表を作成しており

ますので、前年同四半期連結会計期間との比較は行っておりません。 

 
(注) １ 取扱高は、元本取扱高であります。 

２ 各部門別の取扱高の内容及び範囲は次のとおりであります。 

 
３ 取扱高には、消費税等は含めておりません(包括信用購入あっせん及び個別信用購入あっせんを除

く)。 

  

 
 (注) 営業収益には、消費税等は含めておりません。 

  

  

第２ 【事業の状況】

１【営業実績】

(1) 部門別取扱高

部門別

当第３四半期連結会計期間

自 平成23年９月１日

至 平成23年11月30日

 包括信用購入あっせん(百万円) 88,407

 個別信用購入あっせん(百万円) 132

 融資(百万円) 8,965

 その他(百万円) 848

 計(百万円) 98,352

包括信用購入あ
っせん

クレジットカードによる包括的な与信に基づいたあっせん取引であり、取扱高
の範囲はクレジット対象額であります。

個別信用購入あ
っせん

クレジットカードを用いず、取引の都度当社が顧客に対する与信審査、与信判
断等を行うあっせん取引であり、取扱高の範囲はクレジット対象額でありま
す。

融資 直接会員または顧客に金銭を貸付ける取引であり、取扱高の範囲は会員または
顧客に対する融資額であります。

その他 保険代理店業務による取引であり、取扱高の範囲は顧客の支払保険料でありま
す。

(2) 部門別営業収益

部門別

当第３四半期連結会計期間

自 平成23年９月１日

至 平成23年11月30日

 包括信用購入あっせん(百万円) 3,919

 個別信用購入あっせん(百万円) 14

 融資(百万円) 4,162

 その他(百万円) 657

 計(百万円) 8,753
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(3) 営業貸付金等の内訳 

 
(注) 貸付金残高は、「営業貸付金」及び「破産更生債権等」の合計額であります。 

  

 
(注) 自己資本は、資産の合計額より負債の合計額並びに配当金の予定額を控除し、引当金(特別法上の引当金

を含む)の合計額を加えた額であります。 

  

  

(4) 割賦売掛金残高 

 
(注) 割賦売掛金の債権流動化により、オフバランスとなった割賦売掛金が、当第３四半期連結会計期間末の残高に

13,500百万円含まれております。 

① 貸付金の種別残高内訳

貸付種別 件数(件)
構成割合

(％)

残高

(百万円)

構成割合

(％)

平均約定金利

(％)

消費者向

 無担保(住宅向を除く) 352,570 99.7 99,792 99.5 17.18

 不動産担保(住宅向を除く) 1 0.0 3 0.0 7.00

 住宅向 ― ― ― ― ―

計 352,571 99.7 99,796 99.5 17.18

事業者向 947 0.3 518 0.5 14.40

計 947 0.3 518 0.5 14.40

合計 353,518 100.0 100,314 100.0 17.18

② 資金調達内訳

借入先等 残高(百万円) 平均調達金利(％)

金融機関等からの借入 97,341 1.35

その他 58,974 1.46

 社債、コマーシャル・ペーパー 33,000 0.82

 債権流動化債務 25,974 2.27

合計 156,315 1.39

自己資本 79,488 ―

 資本金・出資金 14,374 ―

部門別
当第３四半期連結会計期間末

平成23年11月30日現在

 包括信用購入あっせん（百万円） 124,547

 個別信用購入あっせん（百万円） 568

計（百万円） 125,115
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(6) クレジットカード会員数及び利用件数 

 
(注) 利用件数については、平成23年11月における月間利用件数であります。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災による影響については、サプライチェーン

の立て直しを背景として企業の生産活動が正常化に向かうなど回復傾向がみられています。しかしながら欧州

における財政危機の深刻化や急激な円高の進行など、一部で景気の下振れリスクの顕在化による先行き不透

明感が高まっています。 

クレジットカード業界につきましては、ショッピングは、震災直後、被災地域を中心に取扱高が一時的に落ち込

んだものの、その後は回復基調を取り戻しております。一方、キャッシングは、貸金業法の改正に伴う総量規制

の影響等により融資残高、取扱高が減少するなど、引き続き厳しい環境で推移しました。 

このような中、当第３四半期連結会計期間における営業収益につきましては、信用購入あっせん部門は、フ

ァミマクレジット㈱の連結子会社化に伴い、信用購入あっせん収益が39億33百万円となったほか、その他の収益

では、収益性の高い保険商品の獲得を促進するなど、堅調に推移しました。一方、融資部門は、総量規制の影

響等により引き続き厳しい状況にあり、融資収益は41億62百万円となりました。これらの結果、営業収益全体で

は87億53百万円となりました。 

営業費用につきましては、弁護士等による新規介入の減少や特典及びサービスの適正化、業務効率化に伴う

コスト削減の推進等により、営業費用全体では86億28百万円となりました。 

(5) 営業貸付金残高

部門別
当第３四半期連結会計期間末

平成23年11月30日現在

 融資（百万円） 100,311

計（百万円） 100,311

区分

当第３四半期連結会計期間

自 平成23年９月１日

至 平成23年11月30日

クレジットカード会員数（名） 4,893,825

利用件数

 包括信用購入あっせん（件） 6,714,526

 個別信用購入あっせん（件） 216

 消費者融資（件） 89,258

計（件） 6,804,000

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)  経営成績の分析
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これらの結果、営業利益は１億25百万円、経常利益は１億26百万円、四半期純利益は99百万円となりまし

た。 

なお、第１四半期連結会計期間から四半期連結財務諸表を作成しておりますので、前年同四半期連結

会計期間との比較分析は行なっておりません。  

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、2,326億24百万円となりました。主な内訳は、割賦売掛金

が1,116億15百万円、営業貸付金が1,003億11百万円であります。 

負債合計は、1,789億49百万円となりました。主な内訳は、有利子負債が1,563億15百万円でありま

す。 

純資産合計は、536億75百万円となりました。また、自己資本比率は、23.1％となりました。 

なお、第１四半期連結会計期間から四半期連結財務諸表を作成しておりますので、前期末との比較分

析は行なっておりません。 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第２四半

期連結会計期間末に比べ、１億94百万円増加し、100億41百万円となりました。 

① 営業活動におけるキャッシュ・フロー 

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、108億51百万円の増加と

なりました。これは主に、割賦売掛金の減少が43億円64百万円、営業貸付金の減少が49億53百万円、仕

入債務の増加が12億63百万円となったことによるものです。 

② 投資活動におけるキャッシュ・フロー 

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、４億84百万円の減少とな

りました。これは主に、システム開発に伴う固定資産の取得による支出が４億97百万円となったことに

よるものです。 

③ 財務活動におけるキャッシュ・フロー 

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、101億73百万円の減少と

なりました。これは主に、有利子負債の減少が98億40百万円となったことによるものです。 

  

 当３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

該当事項はありません。 

(2)  財政状態の分析

(3)  キャッシュ・フローの状況の分析

(4)  事業上及び財務上の対処すべき課題

(5)  研究開発活動
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当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

特記事項はありません。 

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画
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  該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

 
  

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 158,150,000

計 158,150,000

② 【発行済株式】

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成23年11月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成24年１月13日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 79,323,844 79,323,844
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 79,323,844 79,323,844 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成23年11月30日 － 79,323 － 14,374 － 15,664

(6) 【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認でき

ないことから、直前の基準日（平成23年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

平成23年８月31日現在 
 

(注) 「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」の株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ

1,500株（議決権15個）及び32株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成23年８月31日現在 

 
  

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式普通株式 1,071,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 78,163,500 781,635 同上

単元未満株式 普通株式 89,144 － 同上

発行済株式総数 79,323,844 － －

総株主の議決権 － 781,635 －

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数(株)
他人名義

所有株式数(株)
所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式）

ポケットカード㈱
東京都港区芝一
丁目５番９号

1,071,200 － 1,071,200 1.35

計 － 1,071,200 － 1,071,200 1.35

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年

３月
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高(円) 388 272 267 250 313 292 307 294 275

最低(円) 184 232 237 227 249 248 242 262 251

３ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）並びに、「クレジット産業に係る会計基準の標準化について」(通商産業省通達60

産局291号)及び「信販会社の損益計算書における金融費用の表示について」(日本公認会計士協会信販・

クレジット業部会部会長報告)の趣旨に基づいて作成しております。 

当社は、ファミマクレジット㈱を第１四半期連結会計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日ま

で）において連結子会社化したことに伴い、第１四半期連結会計期間（平成23年３月１日から平成23年５

月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）から四半期連

結財務諸表を作成しているため、前第３四半期連結会計期間（平成22年９月１日から平成22年11月30日ま

で）及び前第３四半期連結累計期間（平成22年３月１日から平成22年11月30日まで）の四半期連結損益計

算書並びに、前第３四半期連結累計期間（平成22年３月１日から平成22年11月30日まで）の四半期連結キ

ャッシュ・フロー計算書は記載しておりません。そのため、前第３四半期会計期間（平成22年９月１日か

ら平成22年11月30日まで）及び前第３四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年11月30日まで）の

四半期損益計算書並びに、前第３四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年11月30日まで）の四半

期キャッシュ・フロー計算書を併記しております。また、前連結会計年度末(平成23年２月28日)の要約連

結貸借対照表に代えて、前事業年度末(平成23年２月28日)の要約貸借対照表を記載しております。 

なお、当該四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第63号)並びに、「クレジット産業に係る会計基準の標準化について」(通商産業省通達60産局

291号)及び「信販会社の損益計算書における金融費用の表示について」(日本公認会計士協会信販・クレ

ジット業部会部会長報告)の趣旨に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成22年９月１

日から平成22年11月30日まで）及び前第３四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年11月30日ま

で）に係る四半期財務諸表並びに、当第３四半期連結会計期間（平成23年９月１日から平成23年11月30日

まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成23年３月１日から平成23年11月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。 

  

  

第５ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
 (1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
平成23年11月30日 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 8,941

割賦売掛金 ※3, ※4  111,615

営業貸付金 ※2, ※3, ※4, ※5  100,311

その他 19,771

貸倒引当金 △19,382

流動資産合計 221,256

固定資産  

有形固定資産  

建物（純額） ※1  54

器具備品（純額） ※1  148

建設仮勘定 147

有形固定資産合計 350

無形固定資産  

のれん 3,487

ソフトウエア 2,593

その他 425

無形固定資産合計 6,506

投資その他の資産  

投資有価証券 216

その他 ※5  4,314

貸倒引当金 △20

投資その他の資産合計 4,511

固定資産合計 11,368

資産合計 232,624
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
平成23年11月30日 

負債の部  

流動負債  

買掛金 12,968

短期借入金 51,414

1年内返済予定の長期借入金 ※2  16,023

コマーシャル・ペーパー 32,000

1年内返済予定の債権流動化債務 ※3, ※4  6,490

未払法人税等 14

賞与引当金 209

ポイント引当金 388

その他 3,225

流動負債合計 122,732

固定負債  

社債 1,000

長期借入金 ※2  29,904

債権流動化債務 ※3, ※4  19,484

退職給付引当金 330

利息返還損失引当金 5,482

その他 15

固定負債合計 56,216

負債合計 178,949

純資産の部  

株主資本  

資本金 14,374

資本剰余金 15,816

利益剰余金 24,780

自己株式 △1,299

株主資本合計 53,671

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 8

繰延ヘッジ損益 △4

評価・換算差額等合計 3

純資産合計 53,675

負債純資産合計 232,624
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  【前事業年度末に係る要約貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
平成23年２月28日 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 7,453

割賦売掛金 ※3, ※4  64,866

営業貸付金 ※2, ※3, ※4, ※6  103,309

その他 17,274

貸倒引当金 △19,373

流動資産合計 173,531

固定資産  

有形固定資産  

建物（純額） ※1  56

器具備品（純額） ※1  119

有形固定資産合計 175

無形固定資産  

ソフトウエア 3,342

その他 39

無形固定資産合計 3,382

投資その他の資産  

投資有価証券 267

その他 ※6  4,230

貸倒引当金 △20

投資その他の資産合計 4,477

固定資産合計 8,035

資産合計 181,567
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(単位：百万円)

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
平成23年２月28日 

負債の部  

流動負債  

買掛金 8,595

短期借入金 23,796

1年内返済予定の長期借入金 ※2  15,712

コマーシャル・ペーパー 40,000

1年内返済予定の債権流動化債務 ※3, ※4  3,300

未払法人税等 269

賞与引当金 116

ポイント引当金 570

債務保証損失引当金 1,692

その他 2,211

流動負債合計 96,263

固定負債  

長期借入金 ※2  14,127

債権流動化債務 ※3, ※4  18,700

退職給付引当金 293

利息返還損失引当金 6,019

その他 18

固定負債合計 39,158

負債合計 135,422

純資産の部  

株主資本  

資本金 11,268

資本剰余金 12,729

利益剰余金 23,433

自己株式 △1,299

株主資本合計 46,132

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 12

評価・換算差額等合計 12

純資産合計 46,145

負債純資産合計 181,567
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 (2)【四半期連結損益計算書】 
  【当第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間 
自 平成23年３月１日 
至 平成23年11月30日 

営業収益  

信用購入あっせん収益 11,585

融資収益 13,400

その他の収益 1,888

営業収益合計 26,875

営業費用  

販売費及び一般管理費  

販売手数料 3,183

ポイント引当金繰入額 266

貸倒引当金繰入額 6,513

利息返還損失引当金繰入額 1,481

従業員給与手当賞与 1,831

賞与引当金繰入額 209

のれん償却額 282

その他 8,295

販売費及び一般管理費合計 22,065

金融費用  

支払利息 1,214

その他の金融費用 1,100

金融費用計 2,315

営業費用合計 24,380

営業利益 2,495

営業外収益  

雑収入 12

営業外収益合計 12

営業外費用  

株式交付費 44

雑損失 14

営業外費用合計 59

経常利益 2,448

特別利益  

段階取得に係る差益 490

特別利益合計 490

特別損失  

固定資産除売却損 14

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 42

特別損失合計 56

税金等調整前四半期純利益 2,881

法人税、住民税及び事業税 9

法人税等調整額 940

法人税等合計 950

少数株主損益調整前四半期純利益 1,931

四半期純利益 1,931
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   【前第３四半期累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期累計期間 
自 平成22年３月１日 
至 平成22年11月30日 

営業収益  

割賦購入あっせん収益 7,199

融資収益 15,226

その他の収益 4,657

営業収益合計 27,083

営業費用  

販売費及び一般管理費  

販売手数料 2,567

ポイント引当金繰入額 345

貸倒引当金繰入額 7,756

債務保証損失引当金繰入額 1,486

利息返還損失引当金繰入額 909

従業員給与手当賞与 1,687

賞与引当金繰入額 207

その他 8,448

販売費及び一般管理費合計 23,409

金融費用  

支払利息 1,403

その他の金融費用 1,080

金融費用計 2,483

営業費用合計 25,893

営業利益 1,190

営業外収益  

雑収入 12

営業外収益合計 12

営業外費用  

雑損失 14

営業外費用合計 14

経常利益 1,187

特別利益  

抱合せ株式消滅差益 378

その他 2

特別利益合計 380

特別損失  

固定資産除売却損 24

減損損失 3

特別損失合計 28

税引前四半期純利益 1,540

法人税、住民税及び事業税 621

法人税等調整額 △141

法人税等合計 479

四半期純利益 1,060
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  【当第３四半期連結会計期間】 

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間 
自 平成23年９月１日 
至 平成23年11月30日 

営業収益  

信用購入あっせん収益 3,933

融資収益 4,162

その他の収益 657

営業収益合計 8,753

営業費用  

販売費及び一般管理費  

販売手数料 1,046

ポイント引当金繰入額 71

貸倒引当金繰入額 2,359

利息返還損失引当金繰入額 878

従業員給与手当賞与 583

賞与引当金繰入額 87

のれん償却額 94

その他 2,774

販売費及び一般管理費合計 7,896

金融費用  

支払利息 365

その他の金融費用 365

金融費用計 731

営業費用合計 8,628

営業利益 125

営業外収益  

雑収入 5

営業外収益合計 5

営業外費用  

雑損失 4

営業外費用合計 4

経常利益 126

特別損失  

固定資産除売却損 5

特別損失合計 5

税金等調整前四半期純利益 121

法人税、住民税及び事業税 3

法人税等調整額 18

法人税等合計 21

少数株主損益調整前四半期純利益 99

四半期純利益 99
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【前第３四半期会計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期会計期間 
自 平成22年９月１日 
至 平成22年11月30日 

営業収益  

割賦購入あっせん収益 2,432

融資収益 4,714

その他の収益 1,665

営業収益合計 8,812

営業費用  

販売費及び一般管理費  

販売手数料 827

ポイント引当金繰入額 114

貸倒引当金繰入額 2,472

債務保証損失引当金繰入額 462

利息返還損失引当金繰入額 326

従業員給与手当賞与 523

賞与引当金繰入額 89

その他 2,816

販売費及び一般管理費合計 7,633

金融費用  

支払利息 432

その他の金融費用 346

金融費用計 778

営業費用合計 8,412

営業利益 400

営業外収益  

雑収入 2

営業外収益合計 2

営業外費用  

雑損失 9

営業外費用合計 9

経常利益 393

特別損失  

固定資産除売却損 1

特別損失合計 1

税引前四半期純利益 392

法人税、住民税及び事業税 207

法人税等調整額 △44

法人税等合計 162

四半期純利益 229

- 19 -



 (3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
  【当第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間 
自 平成23年３月１日 
至 平成23年11月30日 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 2,881

減価償却費 1,356

のれん償却額 282

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,705

ポイント引当金の増減額（△は減少） △182

利息返還損失引当金の増減額（△は減少） △581

退職給付引当金の増減額（△は減少） 36

段階取得に係る差損益（△は益） △490

固定資産除売却損益（△は益） 10

割賦売掛金の増減額（△は増加） △9,615

営業貸付金の増減額（△は増加） 17,840

仕入債務の増減額（△は減少） 1,163

その他 △1,369

小計 9,627

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △445

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,181

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △249

無形固定資産の取得による支出 △687

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△1,576

その他 25

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,487

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 15,718

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △8,000

長期借入れによる収入 11,500

長期借入金の返済による支出 △32,862

債権流動化による収入 8,500

債権流動化の返済による支出 △4,525

株式の発行による収入 6,147

配当金の支払額 △584

自己株式の取得による支出 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,106

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,587

現金及び現金同等物の期首残高 7,453

現金及び現金同等物の四半期末残高 10,041
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   【前第３四半期累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期累計期間 
自 平成22年３月１日 
至 平成22年11月30日 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 1,540

減価償却費 1,343

減損損失 3

貸倒引当金の増減額（△は減少） 458

ポイント引当金の増減額（△は減少） △105

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 272

利息返還損失引当金の増減額（△は減少） △620

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14

抱合せ株式消滅差損益（△は益） △378

固定資産除売却損益（△は益） 17

割賦売掛金の増減額（△は増加） △8,072

営業貸付金の増減額（△は増加） 15,682

仕入債務の増減額（△は減少） 2,200

その他 △2,154

小計 10,201

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 249

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,451

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △53

無形固定資産の取得による支出 △1,007

その他 △4

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,066

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △9,107

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 27,600

長期借入れによる収入 16,210

長期借入金の返済による支出 △24,356

社債の償還による支出 △19,100

配当金の支払額 △503

自己株式の売却による収入 0

自己株式の取得による支出 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,255

現金及び現金同等物に係る換算差額 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 130

現金及び現金同等物の期首残高 7,692

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 551

現金及び現金同等物の四半期末残高 8,374
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第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間より、四半期連結財務諸表を作成しております。四

半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項は次のとおりであります。 

 
  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
当第３四半期連結累計期間

自 平成23年３月１日
至 平成23年11月30日

１ 連結の範囲に関する事項 子会社は全て連結しております。

連結子会社の数  １社

連結子会社の名称

 ファミマクレジット㈱

（注）ファミマクレジット㈱は平成23年３月31日の株式取得に伴い、連結子

会社となりました。なお、みなし取得日を平成23年３月１日としておりま

す。

２ 連結子会社の四半期決算日

等に関する事項

 連結子会社の四半期決算日は、四半期連結決算日と一致しております。

３ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び

評価方法

 

① その他有価証券  

時価のあるもの  四半期決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

時価のないもの 移動平均法による原価法

② たな卸資産

貯蔵品  最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法

① 有形固定資産(リース資産

を除く)

定率法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物     ３～22年

器具備品   ４～20年

また、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可

能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によってお

ります。

② 無形固定資産(リース資産

を除く)

 定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係るリー

ス資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま

す。

 なお、リース会計基準等の適用初年度開始後に、新たに発生した所有権移

転外ファイナンス・リース取引はありません。また、リース取引開始日が平

成21年２月28日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

④ 長期前払費用  定額法

(3) 重要な引当金の計上基準  

① 貸倒引当金 金銭債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。
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項目
当第３四半期連結累計期間

自 平成23年３月１日
至 平成23年11月30日

② 賞与引当金 当社は、従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額のうち、当

第３四半期連結会計期間に負担すべき額を計上しております。

③ ポイント引当金 当社は、カード利用促進を目的とするポイント制度に基づき、カード会員

に付与したポイントによる費用負担に備えるため、当第３四半期連結会計期

間末における費用負担見込額を計上しております。

④ 退職給付引当金 当社は、従業員に対する退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当第３四半期連結会計期間末

において発生していると認められる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(５年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとしております。

 連結子会社では、中小企業退職金共済制度に加入しており、要拠出額をも

って費用処理しております。

（追加情報）

当社は、退職金支給規程を改訂し、平成23年８月１日より適格退職年金制度

から確定給付企業年金制度へ移行しております。この変更に伴う損益に与え

る影響は軽微であります。

⑤ 利息返還損失引当金 利息制限法上の上限金利を超過して支払われた利息の返還による損失に備

えるため、当第３四半期連結会計期間末における損失発生見込額を計上して

おります。

(4) 重要な収益及び費用の計上

基準

① 信用購入あっせん

 収益の計上基準は、次のとおりであります。

顧客手数料………期日到来基準による残債方式

加盟店手数料……発生基準

② 融資 発生基準による残債方式

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法 原則として、繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の要件

を満たす金利スワップについては特例処理を、振当処理の要件を満たす為替予

約については振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ・ ヘッジ手段…金利スワップ及び為替予約

・ ヘッジ対象…借入金及び外貨建買掛金

③ ヘッジ方針  財務活動に係る金利変動リスクをヘッジする目的及び外貨建取引の為替相場

の変動リスクを回避する目的に限定し、デリバティブ取引を行っております。

④ ヘッジの有効性評価の方

法

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキ

ャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額

等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。ただし、特例処理によっ

ている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

(6) のれんの償却方法及び償却

期間

 10年間で均等償却を行っております。

(7) 四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金の

範囲

 四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還日の到来する短期投資からなっております。

(8) その他四半期連結財務諸表

作成のための基本となる重

要な事項

消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。ただし、

固定資産に係る控除対象外消費税等は長期前払消費税等として、投資その他

の資産の「その他」に計上し、５年間で均等償却を行っております。
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間

自 平成23年３月１日 至 平成23年11月30日

会計処理基準に関する事項

の変更

(「資産除去債務に関する会計基準」等の適用) 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準

第18号 平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適用しております。この変更に伴う損

益に与える影響は軽微であります。

【簡便な会計処理】

 当第３四半期連結累計期間

自 平成23年３月１日 至 平成23年11月30日

繰延税金資産の算定方法  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事業

年度末において使用した将来の業績予想やタックス・プランニングを利用する方

法によっております。

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末

平成23年11月30日

 

 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 601百万円

※２ 担保資産

(1)  担保に供している資産

営業貸付金 16,088百万円

(2)  上記に対応する債務

1年内返済予定の長期借入金 5,399百万円

長期借入金 451百万円

      計 5,850百万円

※３ 債権流動化

債権流動化に伴い、当第３四半期連結会計期間末において、割賦売掛金13,500百万円がオフバランスとなっ

ております。

また、この他に割賦売掛金16,294百万円及び営業貸付金9,680百万円を信託受益権として流動化しておりま

す。

※４ 債権流動化債務

割賦売掛金16,294百万円及び営業貸付金9,680百万円を信託受益権として流動化したことに伴う資金調達額

であります。

 

※５ 営業貸付金の不良債権の状況

区分 金額(百万円)

 破綻先債権 681

 延滞債権 4,011

 ３ヶ月以上延滞債権 1,945

 貸出条件緩和債権 8,466

合計 15,106

(1)  破綻先債権

 元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済
の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金(以下「未収利息不計上貸付金」)のうち、破産債
権、更生債権その他これらに準じる債権であります。

(2)  延滞債権

 未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の
支払を猶予したもの以外の債権であります。

(3)  ３ヶ月以上延滞債権

 元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している貸付金で、破綻先債権及び延滞債権に
該当しないものであります。

(4)  貸出条件緩和債権

 債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権
放棄その他の債務者に有利となる取決めを行なった貸付金で、破綻先債権、延滞債権及び３ヶ月以上延滞債権
に該当しないものであります。
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第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成しているため、前連

結会計年度末の要約連結貸借対照表に代えて、前事業年度末の要約貸借対照表を記載しております。 

なお、前事業年度末の要約貸借対照表に係る注記は次のとおりであります。 

 
  

前事業年度末

平成23年２月28日

 

 

 

 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 577百万円

※２ 担保資産

(1)  担保に供している資産

営業貸付金 29,700百万円

(2)  上記に対応する債務

1年内返済予定の長期借入金 6,600百万円

長期借入金 4,200百万円

      計 10,800百万円

※３ 債権の流動化

 債権流動化に伴い、当事業年度末において、割賦売掛金15,000百万円がオフバランスとなっております。

 また、この他に割賦売掛金11,000百万円及び営業貸付金11,000百万円を信託受益権として流動化しておりま

す。

※４ 債権流動化債務

 割賦売掛金11,000百万円及び営業貸付金11,000百万円を信託受益権として流動化したことに伴う資金調達額

であります。

 ５ 偶発債務

保証業務に係る保証債務残高 50,383百万円

※６ 営業貸付金の不良債権の状況

区分 金額(百万円)

 破綻先債権 678

 延滞債権 5,339

 ３ヶ月以上延滞債権 1,856

 貸出条件緩和債権 9,275

合計 17,149

(1)  破綻先債権

 元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済

の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金(以下「未収利息不計上貸付金」)のうち、破産債

権、更生債権その他これらに準じる債権であります。

(2)  延滞債権

 未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の

支払を猶予したもの以外の債権であります。

(3)  ３ヶ月以上延滞債権

 元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している貸付金で、破綻先債権及び延滞債権に

該当しないものであります。

(4)  貸出条件緩和債権

 債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権

放棄その他の債務者に有利となる取決めを行なった貸付金で、破綻先債権、延滞債権及び３ヶ月以上延滞債権

に該当しないものであります。
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当第３四半期連結累計期間(自 平成23年３月１日 至 平成23年11月30日)及び当第３四半期連結会

計期間(自 平成23年９月１日 至 平成23年11月30日) 

該当事項はありません。 

  

第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成しているため、

前第３四半期連結累計期間及び前第３四半期連結会計期間については記載しておりません。 

なお、前第３四半期累計期間及び前第３四半期会計期間における（四半期損益計算書関係）注記は次

のとおりであります。 

  

前第３四半期累計期間（自 平成22年３月１日 至 平成22年11月30日）及び前第３四半期会計期間

（自 平成22年９月１日 至 平成22年11月30日） 

該当事項はありません。 

  

 
  

第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間から初めて四半期連結財務諸表を作成しているた

め、前第３四半期連結累計期間については記載しておりません。 

なお、前第３四半期累計期間における（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）注記は次のとおりであり

ます。 

 
  

  

  

  

(四半期連結損益計算書関係)

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間

自 平成23年３月１日

至 平成23年11月30日

 現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されている科目
の金額との関係

（平成23年11月30日現在）

現金及び預金

「流動資産のその他」に含まれる「短期貸付金」(現先)

8,941百万円

1,099百万円

現金及び現金同等物 10,041百万円

前第３四半期累計期間
自 平成22年３月１日
至 平成22年11月30日

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に記載されている現金及び預金勘定は一致しておりま
す。
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 当第３四半期連結会計期間末（平成23年11月30日現在）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成23年

３月１日 至 平成23年11月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

 当社は、平成23年３月31日付で、伊藤忠商事㈱、㈱ファミリーマート及び伊藤忠エネクス㈱から第三者

割当増資の払込みを受けました。この結果、当第３四半期連結累計期間において、資本金が3,105百万

円、資本準備金が3,086百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末において、資本金が14,374百万円、

資本剰余金が15,816百万円となっております。 

(株主資本等関係)

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末(株)

 普通株式 79,323,844

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末(株)

 普通株式 1,071,322

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年４月12日
取締役会

普通株式 251 4.25 平成23年２月28日 平成23年５月13日 利益剰余金

平成23年10月13日
取締役会

普通株式 332 4.25 平成23年８月31日 平成23年11月14日 利益剰余金
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（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号  平成20年３月21日）を適用しております。 

当社は、「金融サービス事業」を単一の報告セグメントとしており、その他の事業は金額的重要性が乏

しいため、記載を省略しております。 

  

 当第３四半期連結会計期間末（平成23年11月30日現在） 

企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい変動が

認められるものは、次のとおりであります。 

  

 
(注)  金融商品の時価の算定方法 

(※1) 割賦売掛金の時価の算定方法 

当第３四半期連結会計期間末日現在の残高について、回収可能性を加味した元利金の見積将来キャッシュ・

フローを市場金利で割り引いた現在価値を時価としております。貸倒懸念債権については時価は四半期連結貸

借対照表価額から貸倒見積高を控除した金額に近似しているものと想定されるため、当該価額を時価としてお

ります。 

(※2) 短期借入金の時価の算定方法 

短期借入金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似しており、当該帳簿価額を時価としておりま

す。 

(※3) １年内返済予定の長期借入金及び長期借入金の時価の算定方法 

 長期借入金は、一定期間毎に区分した元利金の合計額を、当第３四半期連結累計期間において新たに締結し

た同種の借入契約の加重平均利率で割り引いて時価を算定しております。なお、金利スワップの特例処理の対

象とされた長期借入金の元利金の合計額は、当該金利スワップと一体として処理された金額を使用しておりま

す。 

  

  

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

(金融商品関係)

科目
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円) 時価の算定方法

（１）割賦売掛金 111,615

   貸倒引当金 △3,386

108,229 118,663 10,433 （※1）

（２）短期借入金 51,414 51,414 － （※2）

（３）１年内返済予定の長期
借入金及び長期借入
金

45,927 45,672 △254 （※3）
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１ １株当たり純資産額 

 
  

第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成しているため、

前連結会計年度末の要約連結貸借対照表に代えて、前事業年度末の要約貸借対照表を記載しておりま

す。 

なお、前事業年度末における１株当たり純資産額は次のとおりであります。 

 
  

２  １株当たり四半期純利益等 

第３四半期連結累計期間 

 
   (注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

 
  

第３四半期連結会計期間 

 
   (注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

 
  

(１株当たり情報)

当第３四半期連結会計期間末

平成23年11月30日

685.93円

前事業年度末

平成23年２月28日

779.49円

当第３四半期連結累計期間

自 平成23年３月１日

至 平成23年11月30日

 
１株当たり四半期純利益 25.30円

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目

当第３四半期連結累計期間

自 平成23年３月１日

至 平成23年11月30日

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（百万円） 1,931

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,931

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式の期中平均株式数（株） 76,347,311

当第３四半期連結会計期間

自 平成23年９月１日

至 平成23年11月30日

 
１株当たり四半期純利益 1.27円

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目

当第３四半期連結会計期間

自 平成23年９月１日

至 平成23年11月30日

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（百万円） 99

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 99

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式の期中平均株式数（株） 78,252,590
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第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間から初めて四半期連結財務諸表を作成している

ため、前第３四半期連結累計期間及び前第３四半期連結会計期間については記載しておりません。 

なお、前第３四半期累計期間及び前第３四半期会計期間における１株当たり四半期純利益及び潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益は次のとおりであります。 

  

第３四半期累計期間 

 
   (注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

 
  

第３四半期会計期間 

 
   (注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

 
  

前第３四半期累計期間

自 平成22年３月１日

至 平成22年11月30日

 
１株当たり四半期純利益 17.92円

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目

前第３四半期累計期間

自 平成22年３月１日

至 平成22年11月30日

四半期損益計算書上の四半期純利益（百万円） 1,060

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,060

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式の期中平均株式数（株） 59,199,770

前第３四半期会計期間

自 平成22年９月１日

至 平成22年11月30日

 
１株当たり四半期純利益 3.87円

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目

前第３四半期会計期間

自 平成22年９月１日

至 平成22年11月30日

四半期損益計算書上の四半期純利益（百万円） 229

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 229

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式の期中平均株式数（株） 59,199,629
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平成23年10月13日開催の取締役会において、平成23年８月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対

し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

(1) 中間配当金の総額           332百万円 

(2) １株当たりの金額           ４円25銭 

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成23年11月14日 

  

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成２３年１月１２日

ポケットカード株式会社 

取締役会  御中 

  

 
  
 

  
 

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

ポケットカード株式会社の平成２２年３月１日から平成２３年２月２８日までの第２９期事業年度の第３四

半期会計期間（平成２２年９月１日から平成２２年１１月３０日まで）及び第３四半期累計期間（平成２２

年３月１日から平成２２年１１月３０日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半

期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ポケットカード株式会社の平成２２年１１月３０日

現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３

四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

     有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士     猪 瀬 忠 彦  印

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士     遠 藤 康 彦  印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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平成２４年１月１２日

ポケットカード株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

ポケットカード株式会社の平成２３年３月１日から平成２４年２月２９日までの連結会計年度の第３四半期

連結会計期間（平成２３年９月１日から平成２３年１１月３０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成

２３年３月１日から平成２３年１１月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ポケットカード株式会社及び連結子会社の

平成２３年１１月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連

結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業務執行社員 
 

公認会計士  遠 藤 康 彦    印

指定有限責任社員
業務執行社員 
 

公認会計士  永 山 晴 子   印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成24年１月13日

【会社名】 ポケットカード株式会社

【英訳名】 POCKET CARD CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 渡 辺 恵 一

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役兼常務執行役員 塚 本 良 輔

【本店の所在の場所】 東京都港区芝一丁目５番９号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)



当社代表取締役社長渡辺恵一及び当社最高財務責任者塚本良輔は、当社の第30期第３四半期(自 平成23

年９月１日 至 平成23年11月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載さ

れていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




